
夏休みに⼦ども達が初挑戦
築４０年の空き家を⼤掃除！
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藤枝市の⼩中学⽣が空き家のお掃除に挑戦します。その空き家は築４０年。空き家になり７年経っています。

近頃問題になっている空き家。静岡県の空き家率は16.4%。６軒に１軒は空き家になっており、全国平均13.6%を上

回っています。

そこで、藤枝市空き家対策室（藤枝市岡出⼭1-11-1）と藤枝市空き家ゼロにサポーターは、８⽉２⽇空き家ゼロ
にの⽇を前に、８⽉１⽇（⽇曜⽇）⼦ども空き家お掃除隊を開催します。⼦ども達と空き家お掃除隊として出動し
ます。

広報担当 三輪 早苗（空き家買取専科）
ＴＥＬ ０９０−３５８３−３７００（24時間対応可能）
MAIL s.miwa@akiya-kaitori.jp

〈 本件に関するお問い合わせ先 〉

藤枝市空き家ゼロにサポーター 藤枝市都市建設部空き家対策室
担当 ⼤上 晃彦
ＴＥＬ ０５４−６３１−５７５０
MAIL akihiko1_oue@city.fujieda.lg.jp
〒426-8722 藤枝市岡出⼭1-11-1 藤枝市役所東館2階

⼦ども空き家お掃除隊 詳細

⽇ 時：８⽉１⽇（⽇曜⽇）１３：００〜１７：００

会 場：藤枝市岡部町三輪１５２４−３
築４０年 空き家歴７年

義⺟と義理弟が住んでいたが弟が亡くなり空き家に

相続⼈の夫も他界

参加者：⼦ども６⼈（⼩中学⽣）

藤枝市空き家ゼロにサポーター９⼈

藤枝市空き家対策室２名

子供たちが空き家の片付け、掃除を行うことによって、空き家の現状を知
ると共に、地元藤枝市への興味関心・愛着の醸成をします。夏休みの自由研
究のテーマにも。また、空き家所有者が空き家バンク登録など、新たな人が
入居する為に循環させていくことも目的です。「子どもたちの学び」と「地
域課題の解決」を実践していきます。

お掃除物件

mailto:akihiko1_oue@city.fujieda.lg.jp


地域の空き家の発⽣を抑制する啓発活動を効果的に進めるためには、起動
⼒と専⾨性のある⺠間業社と⾏政の連携した取組みが必要と考え、2019年
8⽉2⽇〈藤枝市空き家ゼロにサポーター〉の⽴ち上げを藤枝市と⺠間業社
1６社からスタートしました。
空き家ゼロにセミナー、移住体験ツアー、DIY体験イベント、終活セミ
ナーなどを開催しています。サポーター企業は現在38社。空き家の利活⽤
する取り組みを⾏い空き家の減少に努めてます。

■藤枝市空き家ゼロにサポーター

▪藤枝市都市建設部空き家対策室 コメント
藤枝市では、増加する空き家の利活⽤や流通を促進し、また空き家の発⽣を抑制していくためには、専⾨性
のある⺠間事業者と連携した空き家対策を展開することが重要と考え、藤枝市空き家ゼロにサポーター制度
を創設し、意欲ある⺠間事業者の皆様との活動を開始しています。今回のセミナーもその⼀環として、空き
家に関わる皆様の空き家対策の⼀助となるよう企画しました。ぜひ多くの⽅々にご聴講いただきたいと思い
ます。

▪空き家ゼロにサポーター サポーター⻑ ⽟⽊潤⼀郎
恒例となった0802(空き家ゼロに)の⽇に、地⽅が空き家問題に今後どう取り組んでいくべきかを官⺠⼀体と
なって考えるイベントです。藤枝が全国の先駆けとなって発信していきます。
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空き家数及び空き家率の推移（昭和３８年～平成３０年）
■静岡県の空き家率

静岡県内の空き家数は28万1600⼾ 空き家率は16.4% 6軒に1軒が空き家
（平成30年 住宅・⼟地統計調査）

2033年には全国で３軒に１軒が空き家になるという予測が出ています。

■空き家ゼロにの⽇

⽇付は空き家をなくしたいとの思いから8⽉2⽇を0802として「空き家ゼロ
に」と読む語呂合わせから。
空き家問題を啓発することで、空き家の活⽤・管理・売却・空き家にしな
いための取り組みを推進します。地域の不動産の価値を⾼め、循環を促し
ていきます。
記念⽇は2018年（平成30年）に⼀般社団法⼈・⽇本記念⽇協会により認
定・登録されました。
今年は、全国１１の⾃治体・企業・団体が全国各地でイベントなどの啓発
活動を開催します。
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